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令和５年度事業計画 

Ⅰ 基本方針 

新型コロナウイルスへの感染が国内で確認されてから３年が経過し、感染対

策を継続したうえでの社会経済活動が正常化しつつあるが、不安定な国際情勢

等の影響により原油・原材料やエネルギー価格が高騰し、急激な物価上昇を招

いており、企業においては賃上げへの対応など新たな課題にも取り組まなけれ

ばならず経営環境は依然として厳しい状況が続いている。 

こうした中、我々商工会議所は地域企業からの声を数多く聴取するなどして、

企業に寄り添いながらきめ細やかな経営支援を提供するとともに、地域経済の

活性化を図るための政策提言・要望活動を行うなど、地域総合経済団体として

成長戦略の実行主体である民間企業の活力を強化していくことがこれまで以上

に強く求められている。 

当連合会としては、昨年の「第５９回栃木県商工会議所議員大会」での大会

宣言を踏まえ、変化の激しい社会経済情勢の中で商工会議所の機能が十分発揮

されるよう、各商工会議所や他の地域経済団体と一体となった諸事業を実施し

ていく。 

特に、本県で初めての開催となる『第７５回全国商工会議所専務理事・事務

局長会議』の５月開催（宇都宮市）をはじめ、『茨城・栃木・群馬三県商工会

議所交流会議』の７月開催（鹿沼市）、『関東商工会議所連合会運営研究会』

の令和６年３月開催（日光市）など、県外から多くの方々に来県いただく事業

が予定されており、とちぎの魅力を発信する絶好の機会であることから、日本

商工会議所をはじめ、関東商工会議所連合会、隣接県商工会議所連合会などと

の連携を強化しながら準備・実施に取り組んでいく。 

また、本年度は県連の役員改選の時期にあたるので、６月の通常総会に向け

て準備を進めていく。 
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Ⅱ 事業概要（下線部は新規及び強化項目） 

 １ 政策提言・要望事業 

県内商工業の発展並びに地域経済の活性化を図るため、地域中小企業者等

の声を集約し、政策提言・要望活動を展開する。 

（１）政策委員会 

ア 県内中小企業者等が抱える諸課題について、各商工会議所を通じて 

意見を集約し、それらの調査研究、協議等を行う政策委員会の開催 

（年３回） 

イ 政策委員会の下部組織として、政策提言・要望の原案作成等を行う 

起草小委員会の開催（年３回） 

（２）第 60 回栃木県商工会議所議員大会（佐野商工会議所主管） 

   県内中小企業者等が抱える諸課題に対する政策提言要望の決議及び 

大会宣言の採択 

（３）茨城・栃木・群馬三県商工会議所交流会議（栃木県主管） 

北関東三県の中小企業者等が抱える諸課題に対する政策提言要望の決議 

（４）関係機関との連携による政策提言・要望活動の実施（年間） 

ア 日本商工会議所、関東商工会議所連合会及び近県商工会議所連合会と

の連携による政策提言・要望活動の実施（随時） 

イ 関係経済団体との連携による政策提言・要望活動の実施（随時） 

 

２ 人材育成事業 

  各商工会議所の諸事業が効率的･効果的に推進できるよう、人材育成のための

研修事業等を実施する。 

（１）マネジメントセミナー（年２回） 

（２）専務理事研修会（鹿沼商工会議所主管） 

（３）事務局長研修会（佐野商工会議所主管） 

（４）人事管理委員会による研修会 

  ア 管理職研修会 

  イ 新規採用職員研修会 

  ウ 新規採用職員継続研修会 

（５）専門研修会 

  ア 組織強化に係る研修会 
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  イ 経理担当職員研修会 

  ウ 経営指導員等県外先進地調査研修会（年２回） 

    前期：佐野商工会議所主管、後期：鹿沼商工会議所主管 

 

３ 情報提供及び調査事業 

各商工会議所に必要な情報の収集・提供並びに共通課題についての調査研

究活動を実施する。 

（１）企画広報推進会議の開催（真岡商工会議所主管） 

（２）商工会議所役職員名簿の作成(年１回) 

（３）商工会議所組織調査の実施(年１回) 

（４）月例経済概況調査の実施(毎月) 

（５）各商工会議所が行う広域連携事業に対する支援(年間) 

（６）ホームページによる情報発信(年間) 

 

４ 関係機関との連携事業 

  関係機関との連携による活動と諸会議への参加・協力を行う。 

（１）国、県等との連携事業(年間) 

ア 経済産業省、中小企業庁、関東経済産業局、栃木県等が実施する事業、

会議等に対する協力及び参加並びに連絡調整業務の強化 

    イ 関係行政機関の施策、示達事項等の連絡協議 

   ウ 栃木県ＢＣＰ策定支援プロジェクト事業の推進 

   エ 栃木県事業承継支援事業の推進 

（２）関係機関との連携事業(年間) 

   ア 日本商工会議所が実施する事業、会議等に対する協力及び参加 

   （ア）日商通常会員総会（東京都） 

   （イ）日商各種委員会 

   （ウ）全国商工会議所観光振興大会 2023（茨城県水戸市） 

   （エ）全国商工会議所専務理事・事務局長会議（宇都宮市） 

   イ 関東商工会議所連合会が実施する事業、会議等に対する協力及び参加 

   （ア）2023 年度総会（静岡県沼津市） 

   （イ）2023 年度運営研究会（日光市） 

（ウ）県連連絡会議 

   ウ 茨城・栃木・群馬三県商工会議所との連携事業 

   （ア）三県商工会議所交流促進事業の推進 

   （イ）茨城・栃木・群馬三県商工会議所交流会議（鹿沼市） 



4 

エ 隣接県商工会議所連合会との連携事業 

（ア）五県連(茨城・栃木・群馬・埼玉・新潟)専務理事会議の開催(新潟県) 

（イ）五県連事務担当者連絡会議（栃木県） 

オ 栃木県商工三団体協議会との連携事業（商工会連合会幹事） 

   カ その他関係団体等が実施する事業、会議等に対する協力及び参加並 

びに連絡調整業務の強化 

 

５ 法人運営事業 

本会の組織運営に必要な重要事項についての意思決定及び各商工会議所共

通の課題解決のための諸事業を実施する。 

（１）総会、理事会等の開催 

ア 通常総会（年１回）、臨時総会（随時）の開催 

イ 理事会、正副会長会議の開催(随時) 

（２）第 60 回栃木県商工会議所議員大会の開催（佐野商工会議所主管） 

   ア 産業・雇用功労者に対する知事表彰 

イ 功労役員・議員及び法人並びに職員に対する会長表彰 

   ウ 諸問題に対する提言・要望及び大会決議等 

（３）知事と正副会頭等の新春懇談会の開催(年１回) 

（４）諸会議の開催 

ア 定例専務理事会議の開催(年９回) 

イ 事務局長会議の開催(年２回) 

ウ 中小企業相談所長会議の開催(随時) 

エ 各種事業の担当者連絡会議の開催(随時) 

（５）その他、当会業務運営に必要な事業 

 

６ 受託事業 

（１）栃木県商工会議所青年部連合会 

（２）栃木県観光土産品公正取引協議会 

（３）栃木県珠算連盟連合会 


